
○ 美浜町健康楽膳拠点施設の設置及び管理に関する条例 

平成３０年６月２０日 

条例第１８号 

改正 平成３１年２月８日条例第１号 

（設置） 

第１条 豊かな自然と恵まれた地域資源を活用して、情報発信や体験機会等の提供を行い、

楽しく膳を囲み食と運動を通して健康づくりの理解や関心を高め、もって地域産業の振

興や利用者の健康増進に寄与するため、美浜町健康楽膳拠点施設（以下「拠点施設」と

いう。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 拠点施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 美浜町健康楽膳拠点施設 

位置 美浜町久々子第３４号２番地１ 

（事業） 

第３条 拠点施設は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 農業や観光など町内産業の振興に関する事業 

(2) 健康づくりの推進等に関する事業 

(3) 地域の産品や飲食物等の販売に関する事業 

(4) 地域資源を活用した情報発信等に関する事業 

(5) その他町長が必要と認める事業 

（開館時間及び休館日） 

第４条 拠点施設の開館時間及び休館日は、規則で定める。 

（使用の許可） 

第５条 拠点施設の施設、附属設備及び器具等を使用しようとする者（以下「申請者」と

いう。）は、あらかじめ町長の許可を受けなければならない。許可された事項を変更し

ようとするときも、同様とする。 

２ 町長は、前項の許可に、管理運営上必要な条件を付することができる。 

（使用の許可の制限） 

第６条 町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、その使用を許可しない。 

(1) 公の秩序又は善良な風紀を乱すおそれがあると認めるとき。 

(2) 施設を損傷し、又は滅失するおそれがあると認めるとき。 

(3) 他の利用者、地域住民等に迷惑を及ぼすおそれがあると認めるとき。 

(4) 拠点施設の管理運営上支障があると認めるとき。 



(5) その他町長が不適当であると認めるとき。 

（目的外使用等の禁止） 

第７条 第５条第１項の規定により使用の許可を受けた申請者（以下「使用者」という。）

は、許可を受けた目的以外に拠点施設を使用し、若しくはその権利を譲渡し、若しくは

担保に供し、又は許可を受けた場所の全部若しくは一部を転貸してはならない。 

（使用の許可の取消し等） 

第８条 町長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消し、

使用を中止させ、又は使用の条件を変更することができる。 

(1) 使用の許可の申請に虚偽の事実があったとき。 

(2) 第６条各号の規定のいずれかに該当すると認めるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(4) その他拠点施設の管理運営上やむを得ない理由により特に必要があると認めると

き。 

２ 前項の規定により使用の許可を取り消し、使用を中止させ、又は使用の条件を変更し

た場合において、使用者に損害が生じても、町長は、その責めを負わないものとする。 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表に定める使用料を納入しなければならない。 

（使用料の減免） 

第１０条 町長は、公用又は公共の用に供するときその他特に必要があると認めるときは、

使用料を減額し、又は免除することができる。 

（使用料の還付） 

第１１条 既に納入された使用料は、返還しない。ただし、町長が使用者の責めに帰する

ことのできない理由その他特別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を返還

することができる。 

（損害賠償） 

第１２条 使用者は、拠点施設の施設、附属設備及び器具等を損傷し、又は滅失したとき

は、これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第１３条 町長は、拠点施設の設置の目的を効果的に達成するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって町

長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に拠点施設の全部又は一部の管理を

行わせることができる。 



２ 前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合における第５条、第６条及び第８

条の規定の適用については、第５条、第６条及び第８条第１項中「町長」とあるのは「指

定管理者」と、同条第２項中「町長」とあるのは「町長又は指定管理者」とする。 

（指定管理者が行う業務） 

第１４条 前条第１項の規定により指定管理者が拠点施設の管理を行う場合においては、

当該指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 第３条各号に掲げる事業に関する業務 

(2) 拠点施設の利用の許可に関する業務 

(3) 拠点施設の維持管理に関する業務 

(4) その他拠点施設の管理運営上、町長が必要と認める業務 

（利用料金） 

第１５条 第９条の規定にかかわらず、第１３条第１項の規定により指定管理者に拠点施

設の管理を行わせる場合は、使用者は、その利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 指定管理者は、利用料金をその収入として収受するものとする。 

３ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじめ町長の

承認を得て定める額とする。 

４ 指定管理者は、町長が定める基準に従い、利用料金を減額し、若しくは免除し、又は

返還することができる。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成３０年規則第１６号で平成３０年９月２２日から施行） 

附 則（平成３１年２月８日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日か

ら施行する。 

（準備行為） 

２ 使用の許可の申請その他拠点施設を供用するために必要な準備行為は、この条例の施

行前においても行うことができる。 

別表（第９条、第１５条関係） 

使用料の額又は利用料金の上限額 



室名 算定基礎 １時間当たりの使用料 

多目的デッキ １面 ７００円 

会議室 １室 １００円 

備考 

１ 使用料は、１時間当たりの使用料に利用時間を乗じて得た額（以下「所定使用料」

という。）とする。 

２ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、当該端数の時間は１時間として計算す

る。 

３ 使用者が、本町の住民でない場合（使用者のうち、本町の住民でない者が２分の１

を超える場合を含む。）又は本町に本部、事務所等を置かない団体の場合は、所定使

用料の２倍の額とする。ただし、本町の住民を対象にした事業を行う場合については、

所定使用料とする。 

４ 使用者が入場料、会費その他これらに類するものを徴収する場合において、その額

が１，０００円を超えるときは、所定使用料に５割を乗じて得た額を加算する。 

５ 使用者が営利、営業、宣伝その他これらに類する目的をもって使用するときは、前

項の規定にかかわらず、所定使用料に５割を乗じて得た額を加算する。 

６ 各部屋の冷暖房を使用するときは、所定使用料に５割を乗じて得た額を加算する。 

７ 各部屋を複数日にわたり使用するときは、所定使用料の７割に相当する額とする。 

 


